
施策名

施策の概要

達成すべき目標

施策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主な
もの）

目標

平成25年
度（ただ
し、線量
が高い地
域は長期
の取組が

必要）

当該地域を
段階的かつ
迅速に縮小
（ただし、線
量が高い地
域は長期の
取組が必要）

目標

1
追加被ばく線量が年間20ミリシーベル
ト以上の地域

施策の進捗状況（実績）

放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針に基づ
き、除染等の措置等を実施中。

施策の進捗状況（実績）

目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式
別紙２

（環境省24-44 ）

目標１０－２　放射性物質汚染対処特措法に基づく除染等の措置等

放射性物質汚染対処特措法に基づき、除染等の措置等を迅速に実施する。

東京電力福島第一原子力発電所の事故によって飛散した放射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及ぼ
す影響を速やかに低減する。

施策の予算額・執行額等

区分 22年度 23年度 24年度 25年度

予算の
状況

（千円）

当初予算（ａ） ― － 372,090,331 497,795,893

補正予算(b) ― 199,662,689 ―

繰り越し等（ｃ） ― -125,678,429

合計（ａ＋ｂ＋ｃ） ― 73,984,260 281,311,660

― 73,948,582 180,204,421

・骨太の方針2013

執行額（千円）

目標
長期的な

目標

1ミリシーベ
ルト以下

目標
平成25年
８月末ま

平成２３年８
月末と比べ
て約５０％減

目標
平成25年
８月末ま

成２３年８月
末と比べて
約６０％減少

目標

平成27年

供用開始

3
追加被ばく線量が年間２０ミリシーベル
ト未満の地域における、一般公衆の年
間追加被ばく線量

施策の進捗状況（実績）

放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針に基づ
き、除染等の措置等を実施中。

2
追加被ばく線量が年間２０ミリシーベル
ト未満の地域における、年間追加被ば
く線量

施策の進捗状況（実績）

放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針に基づ
き、除染等の措置等を実施中。

中間貯蔵施設の供用開始

4
追加被ばく線量が年間２０ミリシーベル
ト未満の地域における、子どもの年間
追加被ばく線量

施策の進捗状況（実績）

放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針に基づ
き、除染等の措置等を実施中。

施策の進捗状況（実績）

「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物
質による環境汚染の対処において必要な中間貯蔵施
設等の基本的考え方について」に基づき、中間貯蔵施
設設置に向けた取組を実施中。

測定指標

5



学識経験を有する者の知見の
活用

政策評価を行う過程において
使用した資料その他の情報

担当部局名

施策に関する評価結果

目標の達成状況

○放射性物質汚染対処特措法の成立（平成23年8月）後、基本方針の閣議決
定、関係政省令の制定、除染関係ガイドラインの作成等を経て、平成24年１月
から全面施行され、本法の基本方針等に基づき、除染等の措置等に取り組ん
でいるところ。具体的には、国が直接除染を実施する地域については、10市町
村で除染実施計画を策定し、準備の整った市町村から順次除染作業に着手し
ており、そのうち田村市においては、計画に基づく除染が終了している（平成25
年６月現在）。また、市町村が中心となって除染を実施する区域についても計
画策定予定の94市町村すべてにおいて本法に基づく除染実施計画が を策定
され、作業が進められているところ（平成25年６月現在）。さらに、平成24年１月
に福島環境再生事務所及び除染情報プラザを開設し、同年４月からは県内に
５つの支所を開設する等して、技術専門家とも連携し、市町村の個別の相談
等に対応できる体制を構築しており、引き続き、体制の充実を図っている。
○「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質による環境汚染
の対処において必要な中間貯蔵施設等の基本的考え方について」（平成23年
10月）に基づき、中間貯蔵施設設置に向けて取り組んでいるところ。

目標期間終了時点の総括

○上記を踏まえ、放射性物質汚染対処特措法に基づき、関係自治体のご理
解・ご協力を頂きつつ、仮置場の確保等諸課題に着実に取り組みながら、除
染等の措置等を推進するとともに、中間貯蔵施設設置に向けた取組を進めて
いく必要がある。

環境回復検討会等

・放射性物質汚染対処特措法に基づく基本方針（平成23年11月）
・「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質による環境汚染の対処において必要な中間貯蔵施設等の基本
的考え方について」（平成23年10月）

放射性物質汚染対処特措法施
行チーム

作成責任者名 森下　哲 政策評価実施時期 平成25年6月


